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令和３年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和２年度実績に基づく評価） 作成日 令和 3 年 8 月 6 日
基本目標名 7 市民参加による自立したまちづくり
政　策　名 2 多彩な交流と情報共有によるまちづくり
施　策　名 1 国際交流・地域連携の推進

施策関係課 市民生活課、学校教育課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

佐野市の人口 人 119,348 118,450 117,706

友好姉妹都市・国内親善都市 都市 4 4 4

関東地方の大学・短期大学数 校 4 4 4

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

目標 10.5 11.0 11.5 12.0

実績 9.0 11.2 10.2

目標 20 20 21 21

実績 19 19 19

目標 55 58 60 63

実績 55 51 52 市政に関するアンケート調査

目標

実績

目標

実績

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3

目標 350 355 360 365 目標 5 5 5 5

実績 291 287 254 実績 4 4 4

目標 3,100 3,200 3,300 3,400 目標 55 58 60 63

実績 1,354 1,289 189 実績 55 51 52

目標 目標

実績 実績

目標 25 25 27 27 目標

実績 22 23 24 実績

目標 1 1 2 2 目標

実績 0 1 0 実績

目標 目標

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和２年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

全て達成

一部未達成

全て未達成

基本事業名 令和２年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和２年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

４．施策の基本情報
社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性

施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

都市ブランド推進課

新里昌弘

施策の目
的

「対　象」

①市民
②広域連携（友好・親善都市含む）の相手先自
治体
③広域連携団体（大学・短大等）

①
市内在住の外国人と交流している
市民の割合

％

② 広域連携団体数 団体

③
大学・短大と連携して実施している
事業数 事業

成果指標の
取得方法

④

⑤

相互理解
の環境づ
くりの推進

①市民
②市内在
住の外国

市内で日本人と外
国人が相互に理
解しあって暮らせ
る。

① 国際交流協会会員数 人
大学との
地域連携
事業の推
進

大学・短大 近隣大学、市内短
大などの高等教育
機関と連携し、事
業の充実を図る。

①
連携している大学
数

大学

②
交流事業参加者
数

人 ②
連携している事業
数

事業

③ ③

交流拠点
都市づくり
の推進

広域連携
の相手先
団体
（企業を含
む）

広域的な連携を推
進し、事業の充実
を図る。

①
広域連携、包括
連携団体数

団体 ①

②
連携により実施す
る事業数

事業 ②

③ ③

・国際交流協会が実施する外国人講座や国際交流フェスティバルなどの事業を広く周
知することで、国際交流の機会を提供するほか、協会の認知度を高め、取組への賛同
者、更には会員の増加につなげる。
・市民と市内在住外国人がお互いの価値観を認め合い交流する機会を提供する。
・市内在住外国人や外国人来訪者が安心して行動できる環境整備を進める。
・効率的な行政運営や地域の課題解決並びに活性化を図るため、広域的な自治体間
連携を推進するとともに、大学、民間企業との包括連携を進める。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・感染症拡大防止のため、国際交流フェスティバル、ニューイヤーパーティ、外国語講座など、国際交流協会の主な事業が
中止となる中、同協会と連携して、多言語対応感染症予防チラシ、多言語による防災行政無線放送、広報車巡回啓発な
ど、市内在住外国人や外国人来訪者への感染症対策等の情報提供を実施した。
・市民と市内在住外国人が互いに触れ合う機会であった国際交流フェスティバルなど全ての交流事業が、感染症拡大防止
の観点から中止となり、互いに認め合う機会の創出が出来なかった。
・市公式ホームページの持つ多言語機能を活かした市政情報、イベント中止情情報感染症予防情報等を発信し、市内在住
外国人及び外国人来訪者が安心して行動できる環境整備を進めた。
・日本郵便株式会社との包括連携協定を締結した。
【成果指標達成状況】
・国際交流協会との連携による各種事業を企画したが、感染症拡大防止の観点から全てのイベント等交流事業が中止とな
り、成果指標達成に至らなかった。
・災害派遣自治体など新たに関係を深めた自治体などとの連携を検討したが、感染症拡大防止対策の観点から締結までの
進捗が図れず、成果指標達成には至らなかった。
・連携する4大学（佐野日本大学短期大学、東京農工大学、足利大学、宇都宮大学）や、協力関係にある高崎経済大学との
連携事業を実施したが、成果指標の達成には至らなかった。

成果
指標

【基本事業の取組方針達成状況】
・国際交流協会の活動、感染症拡大防止対策による事業中止等に
ついて、市ホームページ、ツイッターで適宜周知に努めた。
・市ホームページによる多言語情報発信、国際交流協会と共同で多
言語対応感染症拡大防止チラシ、多言語による防災行政無線や広
報車巡回啓発を実施し、在住外国人などへの情報提供等環境整備
に努めた。
【成果指標達成状況】
・国際交流協会の活動等の連携・支援を適宜実施したが、会員増及
び交流事業参加者は感染症拡大防止の観点から主な事業が中止と
なった影響で十分な効果が得られなかった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・連携する、佐野短大、農工大、足利大、宇都宮大との連携事業を実
施した。
・協力関係にある高崎経済大学とのコンパクト・プラス・ネットワーク構
想のフィールドワークを実施。
・若年者の将来の市内定着を図る「高校生地域定着促進事業」をス
タート。
【成果指標達成状況】
・連携する各大学、協力大学との市の課題解決に向けた連携事業に取
り組んだが、事業目標値に至らなかった。
・感染症対策で、新たな大学などとの連携交渉の進捗が図れなかっ
た。

【基本事業の取組方針達成状況】
・令和元年東日本台風災害で中止となった彦根市との親善都市提携50周年記念
事業実施について彦根市と連携し関係強化を図った。
・日本郵便㈱と包括連携協定を締結した。
【成果指標達成状況】
・台風災害支援などで新たな関係を築いた自治体と連携を検討したが、感染症対
策を進めるうえで、進捗が図れなかった。
・彦根市との親善都市提携50周年記念事業については、感染症対策で令和３年
度への持ち越しとなった。

・感染症拡大防止のため、姉妹都市ランカスター市との中学生相互交流事業は中止となった。
・市民と市内在住外国人との交流を目的とする国際交流フェスティバルなど、国際交流協会の全ての交流事業が感染症
拡大防止のため中止となり、相互に触れ合い認め合う機会が創出出来なかった。
・感染症拡大防止のため、国際交流フェスティバルやニューイヤーパーティなど、国際交流協会の主な事業が中止される
中、同協会と連携して、多言語対応感染症予防チラシ、多言語による防災行政無線放送や広報車巡回啓発など、市内在
住外国人や外国人来訪者への感染症対策等の情報提供を行った。
・市ホームページで多言語による市政情報、イベント中止情報や感染症予防情報等を掲載し、市内在住外国人及び外国
人来訪者が安心して行動できる環境整備を図った。
・日本郵便株式会社との包括連携協定を締結した。
・災害派遣自治体など新たに関係を深めた自治体などとの連携を検討したが、感染症拡大防止対策の観点から締結まで
の進捗が図れなかった。
・連携する佐野日本大学短期大学、東京農工大学、足利大学、宇都宮大学や、協力関係にある高崎経済大学との連携
事業に取り組んだが、感染症拡大防止の観点から新たな大学等との連係の進捗は図れなかった。

○国際交流・地域連携の推進分の施策コストは、令和２年度決算額約５,８０７千円（前年度約８,０３９千円）で、令和元年
度に比べ約２,２３２千円の減額となった。主な要因は、感染症拡大防止のため、姉妹都市ランカスター市との中学生相互
交流事業費１,８５０千円を中止したことによるもの。

【令和３年度で解決する課題】
・国際交流協会の組織基盤強化

【令和４年度以降にも引き継がれる課題】
①市民の国際交流に関する情報や国際感覚を高める機会
の提供
②大学、自治体、民間が持つ知識と技能を活かした地域活
性化を図るため、連携事業所等の増加を図る

【令和４年度重点課題】
③在住外国人や来訪外国人への行政サービスを担う実践
的コミュニケーション能力を持った人材の育成

・国際交流協会と連携し、事業活動内容をＳＮＳ等を活用して
積極的に周知・ＰＲを行い、協会への理解・認知度を高めて
賛同者を増やし、会員加入促進による財政基盤強化と人材
確保を図る。

①広報さの、市ホームページ、ツイッター等ＳＮＳを用いて、
国際交流協会事業を市民に広く周知し、交流機会の増加と
相互理解による国際感覚の醸成を図る。
②災害相互支援、ボランティアなどで新たな関係を持った自
治体、団体などとの連携協定の締結を検討する。
③国際交流協会と連携し、市職員や協会会員を国際交流研
修会や外国語講座への参加を促進させて、言語能力向上や
相互交流機会の増加を図り、実践的なコミュニケーション能
力の向上を図る。

成果指標
設定の考え方

・市内で日本人と外国人がお互いの慣習・文
化の違いを理解し、多様な価値観を認め合え
るという意図がどれだけ達成できているかを把
握する指標とするため、採用した。
・都市間連携の取組状況が明らかになるた
め、採用した。
・大学等と連携して大学等の持つ専門的知見
を市の事務事業に活用した状況が明らかにな
るため、採用した。

施策の目
的

「意　図」

①お互いの慣習・文化の違いを理解し、多様な
価値観を認め合い交流する。
②行政の各分野における都市間の広域連携を
図り、事業の充実を図る。
③大学などの高等教育機関との連携を推進す
ることにより、事業の充実を図る。

施
策

基
本
事
業

相互理解
の環境づ
くりの推進

・佐野市国際交流協会の活動
を広報紙、ホームページ等で
周知支援、連携することで、市
民の国際感覚を醸成し、協会
への賛同者増を図る。
・英語、ムスリムインバウンド系
多言語ソフト、及び無料翻訳シ
ステムを用いた新ホームペー
ジを用いて、市勢情報を発信
することで、市内在住外国人、
外国人来訪者が安心して行動
できる機会提供、環境整備を

大学との
地域連携
事業の推
進

・連携大学と市の課題解決や
地域活性化に繋がる、新たな
事業展開を進める。
・新たな大学との連携協定を検
討する。

交流拠点
都市づくり
の推進

・広域的な自治体間連携の充
実強化、及び民間企業との包
括協定など、新たな締結を図る
ことにより、災害時の相互応援
や、地域活性化につながる新
たな事業展開を進める。

施
策
の
基
本
情
報

・市内在住外国人や外国人来訪者への感染症対策周知・協力依頼など増大する外国人へ
の行政サービスに対処するため、多言語による実践的コミュニケーション能力を身に付けた
る人材育成が求められている。
・令和２年度は、感染症拡大の影響で、市を訪れる外国人は抑制されているが、市内在住
外国人は増加傾向にある。
・令和元年東日本台風災害では、連携する大学だけでなく、多くの大学等のボランティア協
力をいただいた。今後ボランティアを通じた連携協定を検討する必要があるが、感染症対策
として学生ボランティア自粛などの影響を考慮した新たな大学連携方法が求められる。

・留学生との交流やホストファミリーに
なるなど、各種の交流事業に積極的に
参加する。
・市内在住の外国人との日常的な交流
を図る。

・交流事業を実施、または支援する。
・外国人と日本人の交流を促進し、国
際交流を推進する。
・高等教育機関は、内部にある知的
財産を市や地域に提供する。

・国際交流に関する情報の提供や国際感
覚を高める機会の提供に努めるとともに、
国際交流団体の育成と連携を図る。
・市内在住の外国人が、利用しやすい窓口
を整備する。
・大学等との積極的な連携事業を推進す
る。
・感染症対策を考慮した新たな連携協定方
法を検討する。


